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１．はじめに

化学物質のリスクを評価する

－「詳細リスク評価書　クロロホルム」を事例として－

　私たちの身の回りでは，さまざまな化学物
質が使用されている．化学物質により生活の
利便性が向上する一方，化学物質による環境
汚染が指摘されている．最近では，ダイオキ
シン，内分泌攪乱化学物質（いわゆる環境ホ
ルモン）などの環境問題が社会的な関心を集
めた．化学物質を含む製品の生産，加工，消
費，廃棄の様々な段階で，化学物質が大気，
水，土壌などの環境中に排出され，呼吸や飲
料水，食品の摂取，皮膚吸収などを通じて，
人間の健康や生態系に影響を与えることが問
題となっている．
   ある化学物質が，人の健康や生態系に有害
な影響を与えることが明らかになった場合，
その物質の使用を禁止すれば有害影響は回避
できる．しかし，有害影響が指摘されている
化学物質の中には，私たちの生活に必要不可
欠なものもあり，すべてを禁止することは不
可能である．そのため，化学物質による環境
問題に対して，合理的な方法で解決を図るこ
とが必要とされ，リスクの概念が適用される
ようになった．
　中西（1995）や吉田・中西（2006）は，リ
スクとは，「避けたい事柄」の発生確率であ
ると定義している．現代社会において，事故，
自然災害，環境問題などの発生確率はゼロで
はないことは自明であり，それらの発生確率
をリスクとして示し，安全性を評価すること
が求められている．化学物質に関するリスク

の評価は，まず，発がん性物質の管理で導入
された．発がん性物質は定義により，少ない
用量でも発がんの可能性があるため，絶対に
安全である（リスクがゼロである）値が存在
しない．そのため，がんに罹る確率が，例え
ば 10 －５（10 万人に 1 人）程度ならリスクを
許容し，人間がその物質に接触する（環境リ
スクではこれを「暴露する」と言う）レベル
がそれを上回らなければ，その物質の使用を
許可するという化学物質の管理が行われてい
る．
　非発がん性物質については，その物質を使
用しても影響は現れないと考えられる量（閾
値）が存在する．閾値に対する環境中の化学
物質が人間に接触する量や濃度（これを暴露
量や暴露濃度という）の比率が１を超えれば
リスクの懸念があり，１未満であればリスク
の懸念なしと判定される．
　最近，化学物質のリスク評価が社会で普
及してきた背景には，2001 年に制度化され
た化学物質排出移動量届出制度（Pollutant 
Release and Transfer Register：PRTR）がある．
PRTR は，354 の対象化学物質について，化
学物質を排出している事業所がその排出量を
国へ届け出る制度である．PRTR 制度は，化
学物質の大気，水域，土壌という環境媒体へ
の排出量を示すので，その実態をより詳細に
把握し，化学物質の管理を容易にする．
　筆者が在籍している独立行政法人産業技術
総合研究所化学物質リスク管理研究センター 1)

では，人間や生態系に影響を及ぼす可能性の
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ある 25 物質の化学物質を対象として，詳細
なリスク評価を行っている．その結果は，「詳
細リスク評価書シリーズ」2) として順次刊行
されている．筆者は，有害大気汚染物質の１
つで人の健康に対する影響が懸念されてお
り，近年，水生生物への影響も指摘されてい
るクロロホルムについて，リスク評価を行い，
2008 年 2 月に「詳細リスク評価書シリーズ
15　クロロホルム」を刊行した．本稿では，
化学物質のリスク評価の考え方を述べ，クロ
ロホルムのリスク評価のトピック的な内容を
示す．

２．リスク評価の考え方

　化学物質のリスク評価は，以下の５つの流
れで行われる（図１）．
①化学物質の情報調査：対象化学物質の既存

の情報として，例えば，分子量や蒸気圧な
どの物性，分解や揮発などの環境動態，既
存のリスク評価結果，発生源や排出量を調
査する．

②暴露評価：対象化学物質の環境中濃度を把
握し，人間や生態系に対する暴露量や暴露
濃度を推定する．

③ 影響評価：対象化学物質が人間の健康や生
態系に与える影響指標（エンドポイント）
3) を設定する．人間の健康に関しては，影
響を与えない最大の量や濃度である無毒
性量や無毒性濃度（NOAEL: No Observed 
Adverse Effect Level）を推定する．生態系
に関しては，影響が見られない最大の濃
度である無影響濃度（NOEC: No Observed 
Effect Concentration）を推定する．

④ リスクの判定：②の暴露評価の結果が③の
影響評価の値を超過しているか否かによっ
て，リスクの有無を判定する．リスクの判
定の際には，動物実験のデータを人間へ外
挿したり，人間の個人差を考慮したりする
ための不確実性係数を用いる．

⑤ 対策評価：リスク判定の結果，リスクが懸
念された場合には，リスクを削減するため
の対策について，費用対効果の観点による
考察を行い，最も合理的な対策を提示する．

３．クロロホルムのリスク評価

　　　図１　化学物質のリスク評価の流れ

３．１　クロロホルムをめぐる現状
 クロロホルムは，水道水中に含まれ，発が
ん性が懸念されているトリハロメタン類の代
表的な１つである．現在，WHO では飲料水
質ガイドライン値 0.2mg/L，日本では水道水
の水質基準 0.06 mg/L が定められている．
   日本では，クロロホルムは，低濃度でも長
期間の暴露により，発がん性などヒトへの健
康影響が懸念される有害大気汚染物質の１つ
に指定されている．そのため，国や地方自治
体による有害大気汚染物質モニタリング調査
が行なわれ，関係業界団体の事業者による自
主管理計画4)によってクロロホルムの排出削
減対策が進められてきた．2006 年 11 月には，
中央環境審議会大気環境部会において，「今
後の有害大気汚染物質対策のあり方について

（第八次答申）」が審議され，クロロホルムの
指針値（年平均値 18 μ g/m3  以下）が答申
された．さらに，水生生物の保全の観点から，
クロロホルムの水生生物に対する影響も検討
されており，2003 年には，環境省中央環境
審議会水環境部会によって，クロロホルムは，
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公共用水域等における検出状況等から，現時
点ではただちに環境基準を設けず，引き続き
知見の集積に努めるべき物質として要監視項
目に指定された．
　このように，クロロホルムは，社会的な関
心が高まっている化学物質であり，クロロホ
ルムのヒト健康や生態系に対するリスク評価
が求められている．日本では，化学物質評価
研究機構・製品評価技術基盤機構（2005）や
環境省環境保健部環境リスク評価室（2003）
によるリスク評価の結果が公表されている．
それらの初期的なリスク評価結果では，クロ
ロホルムによるヒト健康や生態へのリスクが
懸念された．筆者らは，より詳細なリスク評
価を実施し，日本におけるクロロホルムのリ
スクの現状を明らかにした．

３．２　クロロホルムとは
　クロロホルム（CHCl3）は , 別名トリクロ
ロメタン，メチルトリクロリドともいう．ク
ロロホルムは，常温では無色で，やや強い刺
激臭を持つ液体で，有機化合物を溶解しやす
い化学物質である．クロロホルムは，化学工
業などで溶媒や溶剤として直接使用されてい
るほか，塩素消毒処理や塩素漂白工程におい
て，塩素と有機物の化学反応による副生成物
として非意図的に生成されている．また，生
体内では，クロロホルムは代謝され，化学兵
器に使用されたこともあるホスゲン（COCl2）
を生成することが知られている．
　クロロホルムの環境中の主要な動態メカニ
ズムは水から大気への揮発である．水環境中
での加水分解や生分解は起こりにくく，難分
解性の物質とされている．また，水中の懸濁
物質や汚泥には吸着されにくいと考えられて
いる．

３．３　環境への排出量
　３．３．１　生産量と用途
　日本における 2000 年の国内生産量（推定

値）は 37,000t，輸入量（推定値）は 60,772t，
輸出量（推定値）は 69t であった（環境省環
境保健部環境リスク評価室，2003）．クロロ
ホルムは，ほとんどがフルオロカーボン（主
に HCFC-22）の原料として使用される．そ
の他使用用途には，試薬及び抽出溶剤（農薬，
医薬品），溶剤（ゴム，メチルセルロース，
ニトロセルロース，酢酸など），有機合成溶
媒，合成原料，フッ素系溶媒，フッ素系樹脂，
アニリンの検出，血液防腐用，医薬反応溶媒，
農薬反応溶媒，試薬，半導体用高純度ガスな
どがある．
　クロロホルムには，中枢神経抑制作用があ
り，麻酔剤として用いられていた時期もあっ
たが，肝障害，腎障害，不整脈をもたらすこ
とが指摘され，現在では医薬品としては用い
られていない．

　３．３．２　発生源および環境排出量
　地球規模でのクロロホルムの環境中への
総排出量は年間約 660,000t であり，排出量
の９割程度は自然発生源によるものである

（McCulloch, 2003）．自然由来の発生源として
は，海洋，土壌，水田などが挙げられる．人
為的な発生源としては，クロロホルムの直接
的な使用によるものと，塩素消毒や塩素漂白
の過程で塩素剤と有機物の反応によって非意
図的に生成されるものがある．
　クロロホルムの主な用途である HCFC-22
の製造工場からクロロホルムが環境中へ排出
される可能性はほとんどない．クロロホルム
の人為的な環境への排出は，化学工業などで
クロロホルムが溶媒や溶剤，試薬として直接
使用される場合と，パルプ・製紙工場や水処
理施設などにおいて塩素消毒や塩素漂白の過
程でクロロホルムが非意図的に生成される場
合がほとんどを占める．
   2001 年度から 2004 年度までのクロロホル
ムの PRTR データ 5) の経年変化を表１に示す．
届出排出量のうちの約 90％は大気への排出
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　表１　クロロホルムの PRTR データの経年変化    （中西・石川・川崎　2008 より引用）　

量，残り 10％は公共用水域への排出量であ
る．土壌および埋立への排出はゼロである．
届出移動量のうち 99％以上が廃棄物への移
動量，残り１％未満が下水道への移動量であ
る．2004 年度の PRTR データの業種別届出
排出量について見ると，大気への届出排出量
は，約 50％がパルプ・紙・紙加工品製造業，
約 30％が化学工業，残りは電気機械器具製
造業等であった．公共用水域への届出排出量
は，パルプ・紙・紙加工品製造業（53％）と
化学工業（47％）であった．
　PRTR データによる排出量の妥当性の検証
を行うため，2004 年度のクロロホルムの
PRTR データに基づく大気への排出量と気象
条件から，AIST-ADMER（産総研－曝露・
リスク評価大気拡散モデル：National Institute 
of Advanced Industrial Science and Technology - 
Atmospheric Dispersion Model for Exposure and 
Risk assessment) Ver.2.0.16) を用いてクロロホ
ルムの大気中濃度を計算し，その計算値と有
害大気汚染物質モニタリングの実測値を比較
した．全国における AIST-ADMER の計算結
果は，山口県などの PRTR で届け出られてい
る高排出事業所周辺を除き実測値より小さい
ことが示された（図２）．また，東京都の計

算値は，一律に 0.1 μ g/m3 加えると，実測
値にほぼ合う傾向が見られた．東京都は，人
口密度が高いことから，塩素消毒処理や塩素
漂白による副生成物としてのクロロホルムの
排出量も多いことが推測される．その他の全
国のモニタリング地点では，実測値が計算値
の 10 倍から 100 倍と，大幅に上回っていた．
したがって，PRTR のデータでは把握されて
いない発生源の存在が示唆された．
　PRTR データのうち，「水道に係る届出外
排出量」は，浄水場から給水される水道水の
使用のみに基づいて推計されている．塩素消

図２　全国におけるクロロホルムの大気濃度の
AIST-ADMER Ver.2.0.1 による計算値と実測年平均値
の相関図（2004 年度）（中西・石川・川崎　2008）
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毒が恒常的および相当量行われている浄水場
や，下水処理場，工場排水処理施設はクロロ
ホルムの排出量推計の対象となっていないた
め，塩素が有機物と反応して非意図的に生成
されるクロロホルムが考慮されず，過小評価
となっている可能性がある．
　本評価書では，都市域以外にも存在し，通
常的にかつ相当量の塩素消毒処理が行われて
いるものとして浄水場，下水処理場，浄化槽，
工場排水処理施設を対象とし，それぞれのク
ロロホルムの年間排出量について，平均から
最大のレベルを推定した．この推定に利用可
能なデータは限られていたため，不確実性を
考慮する必要はあるが，これらの推定排出
量のレベルは，PRTR の「水道に係る届出外
排出量」より大きく，これらの寄与は無視で
きないことが明らかになった．

　　　　図３　クロロホルムの排出フロー 　（中西・石川・川崎　2008 より引用）

３．４　環境中濃度
　クロロホルムの大気濃度について，1997
年度から 2004 年度までの有害大気汚染物質
モニタリング 7) の地点ごとの年平均濃度を調
べた．クロロホルムの大気濃度の全国平均は，

0.36 μ g/m3 から 0.26 μ g/m3 へ変動しながら
徐々に低下している傾向が見られ，クロロホ
ルムの指針値（年平均値 18 μ g/m3）を超過
する濃度の出現地点はなかった．
　公共用水域における濃度については，1998
年度から 2003 年度までの環境省による全国
の公共用水域水質測定結果を解析した．その
結果，50 パーセンタイルと 95 パーセンタイ
ルはすべて「<6 μ g/L」と報告された値であっ
た．しかし，440 μ g/L や 310 μ g/L などの
高濃度が出現していることから，クロロホル
ムが集中的に排出される地点が全国でいくつ
かあることが示唆された．公共用水域におけ
る高濃度の周辺状況を考察した結果，高濃度
のクロロホルムが検出された地点では有機汚
濁物質の濃度も高い傾向が見られた．クロロ
ホルムは，主に，消毒用の塩素とフミン質等
の有機化合物が反応すると生成されることか
ら，一般に，有機汚濁が進むとクロロホルム
の発生量が多くなると考えられている．
　一般家庭における室内空気中のクロロホル
ムは，主に，水道水の使用に伴い，水道水中
のクロロホルムが室内へ揮発したものと考え
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られる．したがって，一般家庭では，浴室や
台所でクロロホルムの濃度が高いことが予想
される．浴室内では，シャワー入浴や浴槽入
浴に伴い，水道水に含まれるクロロホルムが
浴室内に揮発する．一般に，水温が高くなる
につれて，水中のクロロホルムの揮発が進む．
また，シャワー使用時間や浴槽入浴の時間が
長いほど，室内空気中クロロホルムの濃度は
上昇する．台所では，炊事や洗濯の水道水の
使用に伴い，クロロホルムが揮発すると考え
られる．居間や寝室では，台所や浴室内，屋
外のクロロホルムが換気とともに移動し，流
入すると考えられる．
　神野ら（2006）が 2005 年 10 月から 11 月
に東京都，神奈川県，千葉県，埼玉県の 12
家庭の居間，寝室，台所，浴室における水道
水のトリハロメタン類の濃度の測定結果を報
告した．浴室内のクロロホルム濃度に関して
は，この測定結果が国内で唯一であると言え
る．居間，寝室，台所における室内空気中ク
ロロホルム濃度はいずれも 0.5 μ g/m3 前後

（最大値は 5 μ g/m3）であったが，浴室の室
内空気中クロロホルム濃度は 18 μ g/m3 のレ
ベル（最大値は 37 μ g/m3）であった．
　有賀ら（2003）は，東京都多摩地区に立地
する遊泳用屋内プールを対象として，プール
水及び室内空気中のトリハロメタンを調査し
た．クロロホルムのプール水中濃度は，水道
水中濃度より 1 桁高い傾向にあり，プール水
中濃度が水道水質基準 60 μ g/L を超過する
施設が３箇所あった．プール水中のクロロホ
ルム濃度は，4.0 ～ 108.8 μ g/L（中央値 39.5 
μ g/L）の範囲にあり，プール室内空気中の
クロロホルム濃度は，47.3 ～ 281.9 μ g/m3（中
央値 82.8 μ g/m3）の範囲に及んだ．室内空
気中のクロロホルム濃度とプール水中のクロ
ロホルム濃度との間には相関関係が認められ
た．
　以上の環境中のクロロホルムの測定濃度か
ら算出した，リスクの評価に用いる環境中濃

度の幾何平均と幾何標準偏差は表２のとおり
である．これらの値は 3.5.2，3.5.3 で暴露量
の推定に使用する．

３．５　リスク判定
　３．５．１　リスク判定の方法
　本節では，クロロホルムによるヒトの健康
に対するリスクの判定を行う．リスクの判定
では，基本的に，ヒトの体内へ吸収する経路
を呼吸によるもの（吸入暴露），食品摂取に
よるもの（経口暴露），皮膚接触によるもの

（経皮暴露）に分けて行う．経皮による体内
吸収量の推定にはいくつかの問題が指摘され
ており（花井，2003），吸入や経口と比較し
て暴露量の評価が困難な状況にある．また，
経皮暴露の有害性データも不足しており，現
在のところ，有害性指標を設定することも難
しい．ここでは，吸入暴露と経口暴露による
リスクの判定について述べる．なお，発がん
性に関しては，非発がん影響に関して得られ
た NOAEL が，発がん影響に対しても保護的
であると考えられるので（中西・石川・川崎
2008），ここでは，発がん性に関するリスク
の判定は行わないこととする．
　非発がん性の影響のリスクを判定する
場合，一般的には，動物実験で得られる
NOAEL とヒトへの暴露濃度や摂取量との
比である暴露マージン（margin of exposure：
MOE）を算出し，MOE の大きさによってリ

  表２　環境媒体別濃度の幾何平均と幾何標準偏差
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スクを判定する．しかし，人の生活行動パ
ターンや，男女，成人と子供などの違いに
よって，個人の暴露濃度や暴露量が異なるた
め，それぞれの分布に基づいてリスクを判定
する必要がある．本節では，中西・吉田・内
藤（2005）のリスク判定方法を参考に，確率
的なリスク評価を行った．図４に示すよう
に，リスクの指標（Risk）として，動物実験
による NOAEL をリスクが懸念されないと判
断するために必要なヒトの種差と個体差を考
慮した基準マージン（Margin，不確実性係数）
で除した値を暴露濃度や摂取量（Intake）が
超過する確率として定義し，リスクの判定を
行った．なお，こうして得られる超過確率は，
対象とするヒトのすべてで有害な影響が発現
するという意味ではない．実際の有害影響の
発生率は，この超過確率と比較すると，非常
に小さいと考えられる．したがって，この超
過確率は，安全側のリスク評価の指標と解釈
できる．

　３．５．２　吸入暴露によるリスク
　クロロホルムの吸入暴露のリスク判定を行
うため，空気中クロロホルムの年平均暴露濃
度を推定する . 表２に示したように，屋外，
居間，寝室，台所，浴室，屋内プールの空気
中濃度が異なり，特に，プールと浴室の室内
空気中のクロロホルム濃度が高い．プールに
関しては，個人の水泳活動の有無や回数，時

  表３　吸入暴露による年平均暴露濃度（μ g/m3）

間に違いがあるため，それらの違いを考慮す
る必要があるが，浴室に関しては，入浴がほ
ぼ毎日の習慣であり，浴室内の滞在時間は他
の生活行動時間と比較してもばらつきは少な
いと考えられる．
　ここでは，リスク判定に必要な年平均暴露
濃度を推定するため，主に１日を家庭で過ご
す人を対象に，次の３つの暴露シナリオを設
定した．シナリオ１（水泳なし）：1 日のう
ちの 1.2 時間を屋外，12.4 時間は居間，8 時
間は寝室，2.0 時間は台所，0.4 時間は浴室で
過ごす．シナリオ２（水泳週 1 回 2 時間）：
シナリオ１と同様の日常生活をベースとし
て，水泳に週1回2時間通う．水泳に通う日は，
居間で過ごす時間が 10.4 時間となり，水泳
に通わない日は，居間で過ごす時間が 12.4
時間となる．シナリオ３（水泳週５回各２時
間）：シナリオ２と同様の日常生活をベース
として，水泳に週５回２時間通う．
　各シナリオの年平均暴露濃度は，生活行動
別に，表 2 に示した空気中濃度の幾何平均と
幾何標準偏差をもとに，空気中濃度が対数正
規分布に従うと仮定し，モンテカルロ・シミュ
レーション 10）によって求めた．この確率分
布による暴露シナリオ別に得られた結果を，
年平均暴露濃度の平均値と，どの程度高い値
が出現するのかを把握するための 95 パーセ
ンタイルの値として表３に示す．
　クロロホルムの吸入暴露による非発がん
影響の有害性評価 11) では，ラットの 13 週間
吸入暴露試験（Templin et al., 1996b）による
腎臓の病理組織学的変化をエンドポイントと
し，無毒性濃度（NOAEL）を 2.5 ppm（12.5 
mg/m3）とした．この値を人間の吸入暴露の

図４　ヒト健康リスク判定に用いるリスクの指標
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　　表４　飲料水摂取による平均 1 日摂取量
　　　　　　　　　　　　　　　　（μ g/kg/ 日）

リスク評価に用いる場合の不確実性係数は，
種間差の不確実性係数 10 と個人差の不確実
性係数 10 の積である 100 とした．
　吸入暴露のリスク判定において，表３で示
したヒトへの暴露濃度の分布が NOAEL を種
差と個体差を考慮した基準マージン 100 で除
した 125 μ g/m3 を超過する確率を算出した．
シナリオ１（水泳なし），シナリオ２（水泳
週１回２時間），シナリオ３（水泳週５回各
２時間）のいずれにおいても，吸入暴露によ
るクロロホルムのリスクは 0.01％未満であ
り，懸念されるレベルではないことになった．

　３．５．３　口暴露によるリスク
　経口暴露によるクロロホルムのリスクにつ
いては，飲料水および食品によるクロロホ
ルムの体重あたりの平均１日摂取量で評価す
る．飲料水摂取量の推定では，飲料水は水道
水とし，対象は，ヒトの体重の違いを考慮し，
成人男性，成人女性，子供（小学校高学年）
とする．1 日の水分摂取量は２L 飲料水を摂
取すると仮定する．実際には，飲料水がすべ
て水道水であることはないことから，飲料水
によるクロロホルムの平均１日摂取量は過大
に評価されることに留意する必要がある．
　飲料水摂取によるクロロホルムの体重あた
りの平均 1 日摂取量（μ g/kg/ 日）は，水道
水濃度と１日あたりの飲料水摂取量の積を体
重で除した値とする，ここで，水道水濃度
は，表２の幾何平均５μ g/L と幾何標準偏差
2.7 をパラメータとした対数正規分布に従う
と仮定した．体重は，男性の平均体重は 64.0 
kg，標準偏差 9.9 kg，女性の平均体重は 52.7 
kg，標準偏差 8.7 kg，小学校高学年の平均体

重は 37.0 kg，標準偏差 8.1 kg（産業技術総合
研究所化学物質リスク管理研究センター HP）
の正規分布に従うと仮定し，前述のモンテカ
ルロ・シミュレーションによって求めた．そ
の結果得られた確率分布の平均１日摂取量の
平均と 95 パーセンタイルの値を表４に示す．
　食品摂取量に関しては，１日平均暴露量の
範囲 4.4 ～ 18 μ g/ 人・日に基づき，成人男性，
成人女性，子供（小学校高学年）の体重あた
りの平均暴露量を算出した．その結果，成人
男性 0.069 ～ 0.28 μ g/kg/ 日，成人女性 0.083
～ 0.34 μ g/kg/ 日，子供（小学校高学年）0.12
～ 0.49 μ g/kg/ 日となった．なお，これらの
食事経由の平均１日摂取量には，飲料水摂取
によるものも含まれている．
　クロロホルムの経口暴露による非発がん
影響の有害性評価 12) では，イヌの 7.5 年間
経口投与試験（Heywood et al., 1979）による
肝脂肪嚢胞をエンドポイントとし，無毒性量

（NOAEL）を 1.0 mg/kg/ 日とした．これをヒ
トの経口暴露のリスク評価に用いる場合の不
確実性係数は，種間差の不確実性係数 10 と
個人差の不確実性係数 10 の積の 100 とした．
経口暴露のリスク判定では，表 4 に示した経
口暴露によるクロロホルムの平均１日摂取量
の分布が NOAEL をイヌとヒトの差と個体差
を考慮した基準マージンの 100 で除した値の
10 μ g/kg/ 日を超過する確率を求めた．その
結果，経口暴露によるクロロホルムのリスク
は，いずれも 0.01％未満であり，懸念される
レベルではないことが明らかになった．

３．６　考察
　クロロホルムのリスク判定の結果，ヒト健
康リスクおよび生態リスク 13) のどちらも懸
念されるレベルではないことが示された．こ
れまで有害大気汚染物質の自主管理計画や紙
パルプ産業の無塩素漂白の導入，水道事業の
トリハロメタン低減化対策が進められている
が，現状のクロロホルムの暴露状況では，さ

石川３.indd   61 2008/03/11   8:25:35



お茶の水地理（Annals of Ochanomizu Geographical Society ), vol.48, 2008

― 62 ―

４．おわりに

　クロロホルムは，身近に存在する化学物質
であるが，人間への健康影響や水生生物への
影響が指摘され，実際のリスクはどの程度な
のかという関心が高まっている．筆者らは，
クロロホルムを対象として，人間の健康影響
や生態影響に関する信頼性の高いデータに基
づき，リスクを定量的に評価した．その結果，
日本におけるクロロホルムのリスクは，現在
のところ懸念されないことが明らかになっ
た．したがって，クロロホルムに関する新た
な排出削減対策は必要ではないことが示され
た．
　なお，リスクが懸念された場合は，最も合
理的な，費用が少なく効果の高いリスク削減
対策を講じる必要がある．定量的な対策評価
を行ったリスク評価の事例ついては，別の機
会に解説を試みたい．

らなるクロロホルムのリスク削減対策は必要
ではないと考えられる．
　しかしながら，筆者らは，クロロホルムの
排出量推計の対象となっていない浄水場，工
場排水処理施設等クロロホルムのリスク評価
における未把握の発生源と排出量の存在を明
らかにした．今後，化学物質の管理の観点か
らはそれらについても調査する必要性が生じ
ると思われ，引き続き，クロロホルムの発生
源に関する調査を行う予定である．
　また，水道水の塩素消毒処理において，過
剰な塩素消毒を行わない対策を検討する重要
性が指摘されている．塩素消毒には水道水に
よる感染症を予防する目的があり，感染リス
クの便益があるため，今後，塩素消毒処理の
便益とリスクを定量的に評価することが望ま
れる．

注
1) 独立行政法人産業技術総合研究所化学物質リス

ク管理研究センターは，2001 ～ 2007 年度の期限
付研究センターであり，2008 年度から組織改編
により新たな研究部門になる .

2) 詳細は，産総研化学物質リスク管理研究センター
の HP（http://unit.aist.go.jp/crm/mainmenu/1.html）
に掲載されている．なお，これらは，新エネルギー・
産業技術総合開発機構（NEDO）による委託研究

「リスク評価，リスク評価手法の開発および管理
対策のリスク削減効果分析」によって行われたも
のである．

3) エンドポイントとは，人体に肝腎の臓器に対し
どうしても避けたい事象のこと．例えば，肝臓や
腎臓に対する毒性など．

4) 自主管理計画で対象とする有害大気汚染物質は，
アクリロニトリル，アセトアルデヒド，塩化ビニ
ルモノマー，クロロホルム，1,2- ジクロロエタン，
ジクロロメタン，テトラクロロエチレン，トリク
ロロエチレン，1,3- ブタジエン，ベンゼン，ホル
ムアルデヒド及び二硫化三ニッケル・硫酸ニッケ
ルの 12 物質である．1996 年に通商産業省と環境
庁が策定した「事業者による有害大気汚染物質の
自主管理の促進のための指針」にしたがって削減
に向けた自主管理計画（第一期：1997 ～ 1999 年度，
第二期：2001 ～ 2003 年度）が策定され，自主的
な排出削減が進められてきた．

5) PRTR データの分類項目については，経済産業省
製造産業局化学物質管理課・環境省環境保健部環
境安全課 (2006) を参照のこと . 

6) AIST-ADMER は，関東地方や近畿地方のような
地域スケールにおける化学物質濃度の時空間分布
の推定を目的として開発され，5 x 5km グリッド
の空間分解能を持ち，６つの時間帯と１ヶ月の平
均値を推定することができるモデルである（東野
ほか　2003）．

7) 有害大気汚染物質については，環境庁（現・環
境省）において，1997（平成 9）年４月に施行さ
れた改正大気汚染防止法に基づき，地方公共団体
における有害大気汚染物質の大気環境モニタリン
グが本格的に開始された．2004 年度のクロロホ
ルムの測定地点数は，全国 366 地点である．

8) 2004 年度有害大気汚染物質モニタリング調査結
果による． 

9) 水道統計　平成 14 年度版（日本水道協会 2004）
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